
平成２５年度第１回沖縄県がん診療連携協議会 がん政策部会 

 

日 時 ： 平成２５年８月１日（木） １８：００～２１:００ 

場 所 ： 琉球大学医学部附属病院 がんセンター 

構成員 ： １１名 

出席者 ： １０名 

天野 慎介（一般社団法人グループ・ネクサス・ジャパン）、埴岡 健一（特定非営

利活動法人日本医療政策機構）、東 尚弘（国立がん研究センターがん対策情報セン

ター）、笹良 剛史（友愛会南部病院、緩和ケア部会長）、宮国 孝男（那覇市立病院、

研修部会長）、樋口 美智子（那覇市立病院、相談支援部会長）、佐村 博範（琉球大

学医学部附属病院、地域ネットワーク部会長）、長井 裕（琉球大学医学部附属病院、

普及啓発部会長）、増田 昌人（琉球大学医学部附属病院）、仲本 奈々（琉球大学医

学部附属病院（がん登録部会長代理）） 

欠席者 ： 井岡 亜希子（地方独立行政法人大阪府立病院機構大阪府立成人病センター） 

陪席者 ： 呉屋 葉子（琉球大学医学部附属病院） 

 

 [協議事項] 

１．沖縄県がん対策推進計画の進捗管理のための指標について 

 天野がん政策部会長より、本日の流れとしては、東委員に指標の考え方について説明して頂き、

埴岡委員から沖縄県の計画に即した進め方の説明を頂き、その後、緩和ケアの指標について詳細

に検討し、各部会長は、それぞれ各部会に持ち帰り指標について話し合って頂きたいとのことだ

った。 

 東委員より、がん対策の指標の考え方について、６つのアウトライン（１．指標を考える上で

の留意点、２．指標の整理と系統的策定、３．データ源、４．測定結果の利用体制、５．標準診

療実施の評価、６．指標と評価の影響）の説明があった。 

 天野委員より、患者満足度調査と医療の質との相関関係の研究について質問があり、東委員よ

り、患者満足度調査と医療の質については、関連があるのと関連がないのと、両方の研究結果が

出ており、技術的な質という意味では、関連があろうとなかろうと２つとも大事な研究結果であ

るというのが、研究の世界での論調とのことだった。 

 次に埴岡委員より、検討事項や流れについて、各部会がロジックモデルで作成した事業計画を

Ver.1 とし、県に提出した沖縄県がん対策推進計画（協議会案）が Ver.2、そして今回、出そろ

った計画を精査し、沖縄県内で共有することや、他県にガイドライン的な要項とするものとして、

Ver.3.0 を作成してはどうかと提案があった。 

 また、がん対策の進捗管理と評価に関する基本方針がん対策評価基本要項案として、１８項目

（１．目標、２．PDCA サイクル、３．評価の実施、４．アウトカム評価、５.評価の種類、６．

ロジックモデル（因果関係・論理構成図）、７．評価指標の作成、８．指標セット（SPO セット）、

９．指標セット選定の際の基本資料、１０．指標セット選定の際の参考資料、１１．指標の開発、

１２．指標の情報源、１３．患者満足度調査、１４．指標計測を行う組織、１５．評価（分析・

査定）、１６．評価（分析・査定）の活用方針と実施時期、１７．対策と施策の改善、１８．進



捗管理の進捗管理と見直し・改善）の説明があり、それを踏まえて、『診断時からの緩和ケアの

推進（在宅ケアを除く）』の分野別評価指標セット表示例（フォーマットと記載例）を作成した

ことが報告された。 

 天野がん政策部会長より、各部会にお願いするのは、埴岡委員の作成した Ver.3 になるフォー

マットに、事業計画を落として、各部会で完成させて頂きたいとのことだった。  

 笹良委員より、次期沖縄県がん対策推進計画（協議会案）、１．がん医療（３）がんと診断さ

れた時からの緩和ケアの推進について、分野目標、最終目標、中間目標について説明があった。   

埴岡委員より、事業計画 Ver.2 では、Ver.1 にあった中間アウトカムがなくなっている感じがす

るので、Ver.3 では連鎖がわかるような中石的なものを入れてはどうかと意見があった。増田委

員より、各部会は Ver.2 の分野目標と最終目標との関連性を改めて確認し、測定可能な目標なの

か、測定できない目標であれば代替指標になるものを確認して欲しいとのことだった。埴岡委員

より、精神的な除痛率を測定することが難しいようであれば、患者・家族・遺族の満足度意識調

査の設問に入れてみてはどうかと意見があった。また、臨床医師の立場から、医師が困った時に

すぐにアクセス出来るようなチームが欲しい。夜間でもフォロー出来る体制があれば助かる。精

神的サポートをしてくれる医師が少なく、サイコオンコロジストが出来ていないなど意見があっ

た。笹良委員より、今後緩和ケアチームの活動に対する評価や問題点を定期的に拾い上げる仕組

みも必要であり、ニーズに添えたチームが出来ているかどうかのアウトプット目標を立てていく

とのことだった。 

 天野がん政策部会長より、それぞれの部会より、分野別の目標で確認したいことがあれば、質

問および確認して下さいと意見があり、佐村委員より、地域ネットワーク部会の分野目標や指標、

測定方法などの説明があり、不十分だったことはパスの適用者が増えていないことで、啓蒙活動

を増やしていく必要があるとのことだった。そのことについて、ニーズがあるところにパスが適

用されているのか。分野目標に対する施策がクリティカルパスなのか。ブロードウェイと中間地

点が何かを地域の医師に確認し、主軸に思える施策を立ててはどうかなど意見があった。 

 樋口委員より、相談支援部会の分野目標の中期と最終目標に、県民の 50％が相談窓口を知っ

ていて、その 8 割が相談内容に満足度を得られたとなっているが、『県民』の測定をどのように

したらいいか悩んでいるところである。また、相談支援部会の大きな柱は、情報を提供すること

と不安軽減の２つだが、調査について、情報充足のニーズ調査と満足度調査としたが、ベースが

ないので、まずは拠点病院で調査を行い、その後、他の専門医療機関に広げて行くような細かい

段階を踏む目標も必要かもしれないとのことだった。また、記入シートに今日の相談は役にたっ

たかを 5段階評価して頂いているが、それを患者満足度調査に生かせるか検討しているとのこと

だった。そのことについて、その場では苦情は書けないと思うので返信は後日郵送にしてはどう

かなど意見があった。 

 長井委員より、普及啓発部会の全体目標『がんによる死亡の減少』、『がん患者の苦痛の軽減、

療養生活の質の向上』、『がんになっても安心して暮らせる社会の保証』を達成するためには、正

確な情報を提供することが必要であり、アクションプランとしては、学校関係、離島、会社関係、

マスコミ関係、放送関係に出張してセミナーや講演会などを行っているが、心配なのはいつ結果

が出るかである。講演会直後の評判はいいが、それが検診受診率につながるかは不明であり、子

供は今、正しい教育を受けないと、今の大人と同じような結果を歩んでしまうと思われるが、結



果がでるのは 30～40 年後であるため、指標がつかみにくいとのことだった。笹良委員より、が

ん患者の就労支援について、事業主の啓発は今後どの部会が行うのか。また、職場検診とリンク

して、がんが見つかった時にどうするか講演会の中に盛り込んでみてはどうか、沖縄は中小企業

が多いので、中小企業の労働関係者の集まる所で講演会を行ってはどうかなど意見があった。 

 増田委員より、就労を含めた社会的問題については、直接カバーする部会はなく、相談支援部

会が少しディスカッションをしていること、地域統括相談支援センターが就労に関してはアプロ

ーチする予定であるが、メインではないと報告があった。 

 埴岡委員より、ロジックモデル作る時の一般原則は、ステップが少なくて、ロジックが濃く、

期間は 1 年単位ぐらいがよい。例えば、5 歳の子供に 20 歳になった時にタバコを吸わないよう

にコントロールすることは難しいが、5 歳の子供が親のタバコをやめさせることができたら、3

ヶ月以内にロジックモデルが収まることになる。3年ないし 5年で指標がコントロールできるの

ではないかと意見があった。佐村委員より、就労に関して、離島のがん患者で、仕事を休んで本

島に化学療法を受けに来ているが患者がいるが、仕事を辞めてしまい、金銭関係が苦しくなって

いることがあるので、患者・医療者も含めて、治療計画を立てることを教えて欲しいと意見があ

った。樋口委員より、部会として取り組むのであれば、雇用制度の説明、拠点での特化したよう

な支援体制を検討して行きたいと思うが、現在、相談件数の分析を見ると、経済的な相談も受け

ているが、その中に就労支援で括ったような分析はされていないので、現状を把握し足りていな

いところをどうやってカバーするか、指標を整理したいとのことだった。 

 宮国委員より、研修部会の目標として、医師、看護師、薬剤師向けの研修会を開催し、受講者

を増やすことや、認定看護師、認定薬剤師等の人材育成を行い、質の高い医療提供を目指すとし

ているが、研修会について、コメディカルの参加者は多いが、医師向け研修会の参加者が年々減

少しているので、本当に必要とされているかが疑問である。現在、対象者は実際に専門としてい

る医師としているが、研修医に幅広い知識を身につけてもらうためにも、受講の対象に含めるこ

とを視野に入れているとのことだった。また、認定資格について、医師は個人の努力で比較的に

取りやすいが、看護師・薬剤師は仕事を休職して県外に取得しにいく試験なので、休職すること

に病院の理解も得ないといけないため、数年で人材を充足できるかは疑問であるとのことだった。 

 そのことについて、ターゲットとなる人たちがどれぐらいで、どこに働きかけたらいいのか、

誰に向けてはたらきかける募集なのか再確認してはどうか、また、離島の医師など受講できない

場合は DVD での受講にしてはどうかなど意見があり、宮国委員より、講師の許可が得られたらビ

デオ撮影も行い、対応しているとのことだった。 

 仲本委員より、がん登録部会について、部会が立てた最終目標は「がん対策の計画をするため

の基礎データが整って、活用されている」であり、県の計画案も同様の目標を立てているとのこ

とであった。また、アウトカム１は、基礎データが整う、数がきちんと集まるとしており、精度

指標は地域がん登録や院内がん登録の実施施設数の増加、DCO や DCN 地域がん登録としている。

アウトカム３には、内容的精度として、登録の重要情報に欠損がない入力が出来ているとしてお

り、指標は５大がんステージの入力率が増加するとしているが、この２つの指標だけだと活用さ

れているという部分がないので、県の計画案の最終目標には、がん登録の活用や貢献度の指標を

追加したことが報告された。また、計画の方ではデータが整って活用される以外にも、がん医療

の質を評価し、がん医療の質が向上すると入れ、QI スコアの実施率の増加という所が指標に入



っていると報告があり、足りない所などあればアドバイス頂きたいとのことだった。 

 そのことについて、活用とはどこまでの範囲を言っているのかと意見があり、がん登録データ

は公開されるものなので、環境が整えば、県民、患者、医療従事者、行政担当、研究者等が活用

できるという目標にしているとのことだった。増田委員より、最終目標の指標について、直接は

かる手立てがないため、代替指標を考えないといけないと意見があった。また、埴岡委員より、

今後、部会の組織変更が必要になるのではないか。がん登録部会はこのままでいくのか、医療の

質評価部会にして、指標の総合管理部会にしてはどうか、また、研修部会もがん計画に合わせれ

ば、医療従事者及びチーム医療体制確保部会にするのか、そのままでいくのか検討しないといけ

ない。県や国の計画に合わせた柱立てにした方がかえっていいのではないかと意見があり、がん

政策部会の次回以降の検討課題となった。増田委員より、各部会の組織変更について、協議会で

一言話してはどうかと意見があり、後日、協議会で報告することとなった。 

 笹良委員より、除痛率のデータ管理はどこがするのかと意見があり、増田委員より、除痛率の

入力は各医療施設で行い、データの解析は質の向上センターで行うか検討しているとのことだっ

た。また、長井委員より、データリンクについて、国民ナンバー制をうまく合わせることで、地

域の病院とのデータリンクやそれぞれの部会のネットワークも出来るし、患者にプラスになるの

ではないかと意見があった。東委員より、がん登録は黒子的な存在であまり知られていないので、

認知度を広めて頂ければと意見があった。 

 最後に、天野がん政策部会長より、埴岡委員より提示頂いた Ver.3 のフォーマットに計画を記

載して頂く形で、各部会でそれぞれ再検討し、提出頂きたいとのことだった。 

 

２．国のがん診療連携拠点病院指定要件の見直しについて 

 天野がん政策部会長より、がん診療提供体制のあり方に関する検討会が厚労省で立ち上がり、

その下に拠点病院指定要件の見直しＷＧができており、ＷＧからの見直しの最終案がでていると

のことだった。このＷＧ案は、検討会、推進委員会まであがる予定であるが、ほとんどＷＧの原

案通りになるだろうと言われているとのことだった。見直しの方向性としては大きく分けて２つ

あり、１つは、『準拠点病院的なものを設置すること』である。空白の医療圏に設置する地域が

ん診療病院と、空白の医療圏ではないが、例えば、乳がんに関してはかなり多くの症例を診てい

るなどの医療機関は、特定領域がん診療病院に指定していくという方向性が示されている。そし

て、もう１つは、『拠点病院の要件の基準をあげること』である。既存の拠点病院は 397 ヵ所あ

るが、格差が生じているため、指定要件を見直し、場合によっては基準を上げ、要件に満たない

拠点病院は指定を取り消すことを検討しているとのことだった。見直しとなった要件の一部とし

ては、手術療法の提供体制が、新要件では、『後述のように専任かつ常勤の病理診断に携わる医

師の配置を求めるとともに必要な手術については術中迅速診断が可能な体制をもとめることと

した』とある。また、放射線治療の提供体制においても、『放射線治療装置の線量出力測定につ

いての第三者評価を受けていることを求めることとする』と新要件に入っている。他にも、専門

的ながん医療を提供するための治療機器および治療室等の設置、診療実績、相談支援センターの

名称や、コメディカルスタッフ、特定領域がん診療病院などについて触れられているとのことだ

った。 

現在、沖縄県は空白の医療圏には、県指定の病院があるが、新しく国指定の特定領域がん診療



病院やがん診療病院などの準拠点病院的なものを指定することが予測される、そこで、国の指定

要件が今年度中に定まる中で、がん政策部会でこういった方向性があるなど、ご意見があれば教

えて頂きたいとのことだった。増田委員より、３つの拠点病院および支援病院は新要件を満たし

ているか確認した方がいい、また、埴岡委員より、国の制度の対応も大事だが、沖縄県がん診療

体制を構築して行こうという中で、自分たちが何をしたいのか、指定要件にあうことが結果、県

民に良いことなのか、目指すべき姿を続けながら両立して行くようにしてはどうかと意見があっ

た。 

 

３．その他 

 がん政策部会の開催頻度について、がん政策部会の開催は、議論が必要であれば開催すること

とし、最大でも４回となった。 

 


